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1. はじめに 

山形県立産業技術短期大学校情報通信システム科は、平

成 28 年度から PBL（Project Based Learning）をベースとし

た課題解決型のシステム開発を実施している。本実習では、

地域の諸課題の解決、近年では新型コロナウィルス対策、

農業分野における IoT 技術の活用等にも取り組んでいる。 

本校が存在する山形県酒田市は、日本海沿岸かつ最上川

の河口に位置しており、津波や洪水発生の可能性がある。

そこで筆者は、令和 3,4 年度に PBL 型実習で防災用アプリ

開発をテーマとして取り上げ、実習指導を行った。本稿で

はその取り組みについて報告する。 

2. PBL 実習 

2.1 カリキュラムの位置づけと前提知識 

本実習を始めるにあたって、前提知識としてプログラミ

ング、ネットワーク、AI・IoT の基礎を 2 年前期まで学ん

でいる（図 1）。また、課題解決プロセスを学ぶ演習、チ

ームによる Web サイト構築等の演習を実施している。 

その上で、2 年後期において、これらの要素技術を使っ

てシステム化する PBL 型実習を実施している。 

図 1 カリキュラム概要 

2.2 スケジュール・進め方 

本実習の時間は、1 コマ(1 時間 30 分)を週あたり 15 コマ、

約 20 週実施する。1 テーマ当たり教員 1 名、チームの学生

は 3～4 名で構成する。 

図 2 実習スケジュール 

 

実習の進め方は、最初に教員から Request For Proposal

（RFP）を学生へ提示する。その上で学生からその要求に

対するシステム提案を行う（図 2）。また、アジャイル開

発の考え方を取り入れ、マイルストーンとして約一か月に

1 回、デザインレビューを実施し、次のフェーズまでの計

画や進捗に関する発表を実施している。 

以前は、ウォーターフォールモデルによる開発を採用し

たこともあったが、技術調査も同時並行する場合があり、

外部設計、内部設計段階で仕様や詳細を確定することが難

しく、現在の開発形態を採用することになった。 

3. 開発したアプリケーション 

3.1 課題設定 

酒田市では、2020 年 3 月に酒田市に津波災害警戒区域が

指定されたことに伴い、新しい津波ハザードマップ[1]（図 

3）が作成されている。 

この津波ハザードマップは、酒田市沿岸で発生する可能

性のある最大規模の地震を想定したものであるが、日本海

沿岸特有の問題として断層が近いことから、地震発生から

最短 9 分で 13.3m の津波が到来する。 

図 3 酒田市津波ハザードマップ[1] 

 

令和 3 年当時、このハザードマップは市内各家庭への紙

媒体により配布され、また、市公式ページで PDF により公

開されていた。但し、とっさに避難しようとした場合には、

このハザードマップを参照することが難しい可能性がある

こと、また、自分の現在地と近隣の避難場所を見つけるこ

とが難しいと考えた。そこで開発目標を以下の 2 つに設定

した。 

(1) 短時間で到達する津波から避難する 

(2) 瞬時に現在地と付近の避難場所がわかる 

3.2 開発プロセス 

これらの目標を達成するため、スマートフォン用防災ア

プリを開発する。令和 3 年度は、瞬時に避難場所を判断し、
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避難経路を表示することを目標としてアプリを開発した。

利用対象地域は酒田市とした。 

また、通信環境が遮断されることも想定し、オフライン

環境で動作するアプリも開発した。これらは、Android OS

のスマートフォン向けに Android Studio で開発した。 

また、マップ表示 API に実現できる機能に差違があった

ため、Google Maps API(オンライン版)と Mapbox API(オフ

ライン版)を利用した 2 種類のアプリを開発した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 津波避難支援アプリ（令和 5 年度） 

 (左)オンライン版 (右)オフライン版 

 

試作段階で酒田市危機管理課にてデモンストレーション

し、アプリに関する意見をいただいた。市の防災計画のス

ケジュールや、指定避難場所の更新タイミング、各避難場

所の実際の状況をお伺いした。開発に携わる学生の世代は、

避難場所の名称だけでは、直ぐには場所はわからないとい

うことが多く、スマホを活用する意義がある。津波に加え、

頻発する洪水発生時も利用可能だとよいのではという意見

をいただいた。 

そこで、令和 4 年度は，津波浸水想定区域，洪水想定区

域の表示，現在地や避難場所の標高データを表示する機能

を加えた（図５）。 

図 5 津波避難支援アプリ（令和 4 年度） 

(左)津波・洪水浸水地域の表示 (右)避難場所候補 

 

以下、実装した機能を以下に示す。 

（１） 現在地の位置と標高表示 

（２） 現在地の位置・住所の共有 

（３） 現在地から避難場所への経路表示とナビゲーシ

ョン 

（４） 津波浸水想定区域，洪水想定区域の表示 

（５） 避難場所一覧表示（距離順，標高順） 

災害種別による避難場所表示の切り替え 

（６） 地図と航空写真の切替・道路の混雑度表示 

（７） 気象情報表示 

本来、オフライン環境で動作するアプリを実現すべきで

はあったが、開発期間と実現機能の観点から、オンライン

版のみを開発した。また、利用想定区域を庄内地区に拡大

した。 

目標とする機能を実装後、機能テスト、運用テストを実

施した。運用テストでは、実際に沿岸部や市内などで、避

難場所まで避難できるのか、避難時間を計測した。さらに

ユーザインターフェースの評価も行った。画面表示やボタ

ンのデザインについてもっと見やすいようにという意見が

出されたため、避難場所の情報をもっと増やして、より避

難したいと思われることを検討してほしいという意見もあ

り、今後検討する。 

4. まとめ 

本稿では防災用アプリ開発を通じた PBL 型実習による地

域課題解決の取り組みを報告した。実習開始当初は、防災

に関する知識が少なく、防災計画は避難場所の指定方法な

どを理解するのに時間を要した。しかし、実際に避難場所

に行くことによって、避難場所の掲示の有無や、降雪時は

避難が難しいのではなど、現場に足を運んで実際に避難で

きるのか考えることができ、地域の防災事情を知ることが

できた。防災という身近なテーマである分、学生にテーマ

を提起した後は、課題の整理、仕様を決める段階以降は、

かなり自律的に活動が進む様子が見られた。 

教育分野では、高等学校での「情報」科目の必修化[2]、

大学等では数理・データサイエンス・AI 教育プログラム認

定制度[3]が開始される中で、社会の実データを活用する教

育活動としてオープンデータの活用について触れられてい

る。オープンデータの推奨データセット[4]には防災に関す

るデータが含まれており、これらのデータを活用した教育

活動を通じて地域課題を解決するという視点を持つことが

できた。 

災害時に避難を支援するための防災アプリも多数存在す

るが、地域の特性に合わせたアプリ開発の必要性を実感し

た。避難場所の混雑度の視覚化など、今後の方向性をさら

に検討していきたい。 
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